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第II章  漁業者の協力による海洋ごみ回収等に関する 

文献・事例の収集・整理 
II.1 文献・事例の収集について 

漁業者の協力により海洋ごみを回収等の取り組み（回収を中心とするが、回収した

海洋ごみの利活用や廃棄漁網の利活用等についても関連文献・事例があれば適宜収

集する）について、それによる漁場への影響、漁業者と自治体の協力体制の構築に当

たっての課題、成果の情報発信方法等について、国内外の文献等を調査し、過年度業

務における成果物をふまえ、適宜更新・追加を行った。その結果を踏まえ、漁業者の

協力により海洋ごみの回収等の取り組みに関する留意点、優良事例等を取りまとめ

た。 

 

II.1.1  令和 3・4年度の収集結果 

令和 3・4年度に収集した情報を基に情報の更新・追加を行うため、初めに令和 3・

4 年度の報告書で取りまとめられている事例について表 II.1-1 に整理した。また、

令和 3・4年度は主に以下の内容に沿って情報を収集し、整理されていた。 

(1)海洋ごみ回収の取り組みによる漁場への影響 

(2)漁業者と自治体の協力体制の構築に係る課題 

(3)関係者及び市民に向けての成果の発信方法等 

(4)回収したごみの利活用、廃棄漁網の利活用等 
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表 II.1-1(1) 令和 3・4年度業務で収集した情報 

項目 
国内／国外

事例 
内容 参考資料 

(1)漁業者の協力による海洋ごみ回収の取り組みみにおいての漁場への影響 

プラスチッ

ク製の海洋

ごみによる

漁業への 

影響 
国内 

・漁船の損傷・故障、航行障害 

・漁具・養殖施設漁の損傷 

・漁獲物の被害及び商品価値の低下 

・処理対応による作業及び費用の負担 

・ゴーストフィッシング 

 1 

漁業・養殖業 

への影響 

・漁業・養殖業への影響 

・被害事例 

・野生生物への影響 

2、13、14 

海洋ごみ 

による漁業 

への影響 

国外 

・漁業者の被害状況 

・生態系・生物多様性への影響  4 

海洋ごみの

組成・分布と

その動向 

国内 

・海洋ごみの動向 

・対策方法・ごみ回収効果 13、14、15 

(2)漁業者と自治体の協力体制の構築に係る課題 

漁業者によ

る海洋ごみ

の回収体制 

国内 

・漁協における回収体制及び自治体における回収

体制の構築例 3 

自治体によ

る体制構築 

・自治体による体制構築事例 
3、16、17 

海洋ごみ回

収の課題等 

・回収処理体制 

・処理の手間・費用 

・補助・補償制度 

・保管場所、処理対応する人手不足等 

 3 

回収費用の 

捻出方法 

・ふるさと納税制度の利用事例 
18、19 
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表 II.1-1(2) 令和 3・4年度業務で収集した情報 

項目 
国内／国外 

事例 
内容 参考資料 

(2)漁業者と自治体の協力体制の構築に係る課題 

海洋ごみ回収

の制度 

国外 

・意識向上と海洋ごみ減少のための回収活動制度 

・活動参加者の意識と行動状況 

・今後の活動課題 

5、6 

回収 ・環境へ配慮した回収方法の模索（Trawling 

Activities） 

・回収処理費用に関する取り組み事例（Buy Back 

Program、Floating Receptacles：韓国） 

7、8、9 

保管・分別 ・海洋ごみの処理方法とリサイクルについて  9 

処分 ・処分方法（埋め立て、燃焼排ガス処理） 

・処分による環境・人体への影響 

・処分費用の事例 

 9 

リサイクルや

買取の事例 

・スペイン、ドイツ、デンマークで実施されてい

る活動の状況 
10、11 

(3)成果の情報発信方法 

成果の情報発

信方法 
国内 

・プラスチック循環アクション宣言 
20 

成果の情報発

信方法 
国外 

・調査・活動に関する情報の管理・運用状況 
7、12 

(4)回収したごみの利活用、廃棄漁網の利活用等 

廃棄漁網の活

用方法 

国内 

・リユース 

・リサイクル 

21、22、

23、24、

25、26、

27、28、

29、30、 

31、32 

廃棄漁網の活

用体制の構築 

・廃棄漁網回収活動 
33、40 

廃棄漁網の活

用体制の構築 国外 

・業界横断のプラットフォームでの情報共有 

・廃棄漁網回収活動 

34、35、

36、37、 

38、39 
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II.1.2  更新情報・新規事例 

国内外における海底ごみ回収事業の事例について、令和 3・4年度に取りまとめた

情報からの更新及び追加を行った。以下の項目に沿って、インターネット等を用いて

情報収集を行い、表 II.1-3に整理した。 

(1)漁業者と自治体の協力体制の構築に係る課題 

(2)関係者及び市民に向けての成果の発信方法等 

(3)回収したごみの利活用、廃棄漁網の利活用等 

以下に収集した国内外情報の概要を整理した。 

 

(1)  漁業者と自治体の協力体制の構築に係る課題 

1)  漁業者と自治体、その他民間団体の協力体制 1), 2), 3) 

【山口県】 

山口県では、山口県漁協青壮年部連合会防府支部が主体となって、下松市から山陽

小野田市内にある 8 漁協の青壮年部の漁業者 108 名で操業中に取れたごみをボラン

ティアで回収し持ち帰る取り組みが行われている。持ち帰ったごみは洗浄して指定

されている集積場所へ分別し、集積したごみは種類・数量を確認した後に市へ依頼し、

市が収集車等でクリーンセンターへ運び処分している。 

 

【岩手県】 

大船渡市では、漁業者が活動中に回収した海洋ごみを回収するためのコンテナを

設置して市が処分を担う関係を構築している。 

漁業者が各漁港での活動中に、廃プラスチックや木くずなどの漂流ごみを回収し、

投げ入れることを計画しており、廃タイヤや金属くず、ガラスくずなども対象として

いる。ごみはコンテナで保管しておき、塩分などを抜いてごみがたまり次第コンテナ

ごと入れ替えてごみを回収・処分している。これまでは台風や低気圧の通過後など、

ごみが増えた際、漁業者が回収したごみは岸壁に寄せるなどで対応し漁港を管理す

る県や市に処理を要請していた。各漁港で同様の対応を取っていたため、処理までに

時間がかかり保管していたごみが散乱するなどのトラブルが発生していた。また、大

船渡市では漁港に流入したごみが漁場へ再度流出することを防ぐために可搬式オイ

ルフェンスを設置することを計画している。 

宮古市では、事前に業務委託したごみ処理業者が回収ボックスを市内 6 漁港に設

置し、漁業者が回収、投入、集積した海洋ごみを定期的に回収・処分を行っている。

ボックスに入らない大きな流木の裁断、簡単な分別、搬出作業まで含めて業務委託す

ることにより、漁業者や漁協関係者に過重な負荷が掛からないようにしている。 
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図 II.1-1 大船渡市の事例 2） 

 

 

 

図 II.1-2 宮古市の事例 3） 
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【兵庫県】 

環境省の実証地域である淡路島沿岸域の五色町漁業協同組合では、洲本市と協力

体制を築いて海洋ごみの回収が行われている。 

五色町漁業協同組合では、操業にて混獲された海洋ごみを回収する際に、ビニル袋

ではなく地元特産であるタマネギの網袋を利用している。タマネギ袋はビニル袋に

比べて丈夫で水切れもよく、回収ボックスに搬入に便利である。地元で入手しやすい

素材を活用し、海洋ごみを減らすように取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真は環境省令和 3年度調査結果より 

図 II.1-3 五色町漁業協同組合における海洋ごみ回収状況 
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2)  漁業者主体でのごみ回収実施事例 4), 5), 6) 

【岡山県】 

岡山県では、漁業者による海底ごみの持ち帰りを習慣化することを目的として、県

漁業協同組合連合会や県がごみを持ち帰った底びき網漁師に協力金を渡す事業を進

めている。 

岡山県は 2003 年度から「海底ごみ適正処理体制構築事業」により漁業者、漁協、

市、県による海底ごみの回収処理体制を築いてきた。具体的には、漁港にごみステー

ションを設置し回収したごみを一時保管、地元市によって保管されたごみを地域の

処理施設へ搬入、処理費用は搬入を受けた沿岸自治体で負担していた。 

しかし、以前と比較するとごみの量は減少しているが、依然として分別を行うのに

20～30 分かかっており、漁業者の負担がある状況である。分別作業の手間や大型ご

みの運搬といった課題が残っており、県漁連が 2022年 10月に行った調査では「海底

ごみを必ず持ち帰る」と回答した漁業者が約 3 割にとどまっていることがわかって

いる。そのため、岡山県は海底ごみの持ち帰りを習慣化してもらうために 45リット

ルのごみ袋 1 袋につき協力金として 500 円を支給する取り組みを 2023 年 11 月より

行っている。 

 

【青森県】 

青森県八戸市の水産関係 6団体（八戸漁業指導会、八戸みなと漁業協同組合、八戸

機船漁業協同組合、株式会社八戸魚市場、八戸魚市場仲買人協同組合連合会及び八戸

商工会議所）が連携し、「海の豊かさを守ろう」を目指した取り組みを実行するため、

「八戸港版 SDGs」を 2019年 6月に宣言した。海洋ごみについては、漁業者が底び

き網漁操業時の入網ごみを回収・持ち帰り、陸上設置コンテナでの集積後、八戸市が

処理を行うものである。また、操業してもなかなか魚が獲れない春の閑散期に、一斉

に掃除びきを行う海底清掃による海洋ごみの回収にも取り組んでいる。 
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3)  回収費用の捻出方法 4）,5） 

【民間団体の制度利用】 

岡山県ではごみを持ち帰った底びき網漁師に協力金を渡す事業における費用捻出

に民間団体である日本財団の制度を利用している。 

日本財団では「戦略的な海洋ごみの削減・地域循環型社会形成プログラム」と題し

て、海洋プラスチックごみの削減につながる事業、効率的な海洋ごみの回収や担い手

となる人材・団体の育成につながる事業、助成終了後もモデルや取り組みを継続的に

実施するための仕組みや体制の構築に寄与する事業、海底ごみなど、一般的なボラン

ティアでは回収が難しい場所でのごみを安全に回収する事業、漁業系ごみや生活系

ごみの資源循環、発生抑制につながり、数値でプラスチックの減少が計れる事業を対

象に助成を行っている。費用は「日本財団法人・瀬戸内オーシャンズ X 瀬戸内海岸

ごみ削減行動促進支援基金」より捻出しており、この制度を岡山県漁業協同組合連合

会が主体となって活用している。総事業費は約 800万円で約 75%にあたる約 600万円

を助成金で賄っており、残りは県漁連で負担をしている。 

 

(2)  関係者及び市民に向けての成果の発信方法等 

データブックや事例集など書面での情報発信や SNS を活用して海洋ごみ回収の成

果を発信している事例や、回収されたごみの利活用について市民に向けて展示、イベ

ントにて情報発信、官公庁以外の団体が主催する研修会を行っている事例が見られ

た。 

 

1)  書面での情報発信 7), 8） 

【一般社団法人 全国底曳網漁業連合会】 

一般社団法人 全国底曳網漁業連合会では、「沖合・以西底びき網漁業のデータブ

ック」を発行しており、その中で海洋ごみ回収の取り組み状況が報告されている。 

2021年度では、北海道稚内市、紋別市、青森県八戸市、秋田県にかほ市、石川県加

賀市、金沢市、志賀町、兵庫県新温泉町にて操業中に回収した海洋ごみの持ち帰り処

分が行われた。また、宮城県では操業中に回収した東日本大震災によって流出したガ

レキの持ち帰り処分、福井県、兵庫県、鳥取県、島根県、山口県、長崎県では用船時

や操業中に回収した外国漁船より投棄された漁具の処分が行われた。 
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表 II.1-2 全国底曳網漁業連合会海洋ごみ回収の取り組み事例 7） 

 

 

図 II.1-4 回収された海洋ごみ（左：青森県、右：石川県）7) 
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【海洋ごみ発生抑制対策事例集】 

環境省の「海洋ごみ発生抑制対策事例集」では、漁業者、内陸を含む全市町、県の

協働による海底堆積ごみの回収・処理事例や漁業協同組合での回収ごみの持ち帰り、

漁港でのオイルフェンスを利用した漂流ごみの回収等の事例を取り組みの概要、実

施内容、関係主体、取り組みの効果、実施に要したコスト、その他といった項目に分

けて紹介している。事例集は環境省 HPに掲載してあり誰でも閲覧が可能となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 II.1-5(1) 海洋ごみ発生抑制対策事例集 8） 
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図 II.1-5(2) 海洋ごみ発生抑制対策事例集 8） 
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2)  SNSでの情報発信 

鎌倉市では、公式アカウント「【鎌倉市】インフォメーション（@kamakura_koho）」

が、X（https://twitter.com/）を活用し、【海を綺麗にしたい! 第一歩】として海洋

ごみ回収の取り組みを投稿している。 

内容は、漁業者が操業時に回収、漁港で保管・集約した海洋ごみを、鎌倉市で処理

する取り組みについてであり、回収ごみの写真や回収量、回収作業見学の案内等を行

っている。 

 

図 II.1-6 鎌倉市の投稿 

 

 

  



II-17 

 

3)  ごみの利活用に関しての情報発信 9） 

日本財団では海と日本プロジェクトとして「海ごみアップサイクル展」を 2023年

6 月から 11 月に行った。海ごみアップサイクル展は五島、和歌山、東大阪、銀座、

真庭の 5か所で行われた。海洋プラスチックごみを利用した約 19製品を展示、パネ

ルにて紹介したほか、著名人を招待し、ごみ問題をテーマにしたトークイベントや銀

座のクリーンアップイベント、クイズイベントなど市民向けのイベントも行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図 II.1-7 海ごみアップサイクル展 
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4)  漁業協同組合連合会による研修 10） 

北海道漁業環境保全対策本部（事務局：ぎょれん環境部）は、全国ゆたかな海づく

り推進協議会と共に、2024 年 2 月 20 日に全道漁協漁場環境保全研修会を開催した。

この研修会では、海洋プラスチックについて「海洋プラごみの現状と漁業者に求めら

れること」と題して講演が行われ、道内の漁協や行政関係者約 100 人が主席した。 

日本周辺海域で漁業系プラごみが増えている現状について説明し、漁連のバック

アップのもと、各地の漁協、漁業者できる海洋プラごみ対策を紹介した。「回収」と

「発生抑止」の観点で紹介し、操業中に回収したごみの持ち帰りや、自治体と連携し

た回収ごみの処分のほか、漁具流出リスクの高い悪天時の出漁見合わせなどを紹介

した。 

 

5)  環境教育、啓発パンフレットによる情報発信 11） 

兵庫県洲本市のひょうご瀬戸内ごみゼロ青年団は、護海袋プロジェクトで「未来の

海を守ろう！ 海ごみへらすブック」を企画・発行し、海を守るための啓発活動に利

用している。その中では、海洋プラスチックごみについての解説や、3R をはじめと

したごみの削減方法や洲本市のごみ処分方法などについて記載されている。 

また、洲本市の取り組みとして、ごみ処理の方法や、リサイクルの方法などが紹介さ

れているだけでなく、五色町漁協が行っている環境省の補助金を活用した操業時の

海底ごみ回収の取り組みも紹介されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 II.1-8 海ごみへらすブック 11) 
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(3)  回収したごみの利活用、廃棄漁網の利活用等 

1)  海底ごみの活用方法 12) 

【ルアー】 

釣りに利用されるルアーは岩などにひっかかり海底に残されていることがある。

これらは魚が誤って食べてしまうことや、針に引っかかったまま死亡する、ルアーに

ついている糸が鳥の足に絡まるなどの問題が懸念されている。このような海底に取

り残されごみとなっているルアーをダイビングで海に潜り回収し、リメイク・リユー

ス・リサイクルを行っている取り組みが見られた。 

「Marine Sweeper」と株式会社 KATO SEIKOはダイビングによる水中清掃で回収

したルアーをリメイク・リユース・リサイクルする取り組みを行っている。2年間で

約 2万個のルアーを海底から回収しリメイク・リユースをしているが、ルアーが破損

しているなどで状態が悪いためリメイク・リユースに適していないものが約 3 割に

及んでいる。そのようなルアーやオモリは熱で溶かし「リサイクル鉛」として新たな

ルアーを製造している。リサイクル鉛から新たに製造したルアーはワイヤーの太さ

を一般的なものと比較して太くしており、万が一海底に残り水中清掃で回収された

としても簡単にリメイクができるように工夫がなされている。 

 

 

図 II.1-9 リサイクルルアー12) 

 

2)  廃棄漁網の活用方法 13), 14), 15), 16), 17), 18), 19), 20) 

海底ごみの中で大きな割合を占め、なおかつ大きな影響を及ぼすものとして廃棄

漁網が挙げられる。海底に沈んだ廃棄漁網は「ゴーストギア」または「ゴーストネッ

ト」と呼ばれ問題視されている。現在それらのごみを回収し、活用する取り組みが盛

んに行われている。本年では昨年取りまとめた情報から更新可能なリサイクルの事

例を以下に紹介する。 
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【衣服・衣類】 

廃棄漁網から再生した原料を利用し、衣類等のファッション用品にリサイクルす

る取り組みとして新たに、北欧の漁師が出漁の際に着ていたとされるフィッシャー

マンニットや、漁業関係者が着用するレインウェアといった漁業関係者が利用した

漁網が形を変えて再び漁業関係者のもとで利用されるといった循環型の製品が見ら

れた。 

株式会社ゴールドウィンのブランド「NEURTRALWORKS.」では、北海道で使用されな

くなった漁網を回収し、愛知県の工場でリサイクルの工程を経て、フィッシャーマン

ニットとして販売している。また、「DAIWA」と北海道漁業協同組合とリファインバー

スは、「BE EARTH-FRIENDLY -漁網アップサイクルプロジェクト-」として廃棄漁網を

漁業関係者が着用するレインウェアとして再生させる取り組みを行っている。 

 

図 II.1-10 「BE EARTH-FRIENDLY -漁網アップサイクルプロジェクト-」フロー14) 
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【食器】 

帝人株式会社、木下製網株式会社、株式会社台和、他 23社からなる TEAM リズム

は、漁網由来の再生ポリエステル樹脂製の食器を開発している。 

これまで、リサイクルに利用される廃棄漁網は技術とコスト面の問題からナイロ

ン製のものがほとんどで、ポリエステル製の漁網は多くが産業廃棄物として埋め立

て処分されていた。帝人株式会社は耐久性を向上させるために使用されているコー

ティング剤をポリエステル繊維から剥がす特殊な有機溶剤を開発し、無臭で何度も

リサイクルできる樹脂の製造に成功した。現在は配膳用トレーとしてチーム内の経

営する飲食店で使用されているほか、新たに食器を開発した。 

 

【アスファルト改質剤】 

日本道路株式会社、花王株式会社は国内初の取り組みとして、廃棄漁網を原料の一

部としたアスファルト改質剤を開発した。PET製の廃棄漁網を対象に再生ペレットに

加工、アスファルト改質剤に加工した後、再生アスファルト混合物として製造される。

再生アスファルトは施行されたのち廃アスファルトとしてリサイクルされる予定で

廃棄物の循環利用を目指している。また、廃棄漁網を活用した舗装材は廃棄物の循環

利用というだけでなく、製造時に発生する CO２排出量が従来の舗装材に比べて約 13%

削減できるほか、室内試験では従来の約 2 倍の耐久性を確保しており、舗装の長寿命

化によって将来発生する CO２排出量の削減を見込んでおり、2023 年より宮城県にて

実証試験が行われている。 

 

【ペンケース】 

コクヨ株式会社は使用されなくなった漁網を回収、洗浄・乾燥、圧縮し粉砕して再

生プラスチックのペレットに加工した後、筆箱へ加工しオンラインショップや文具

店で販売を行った。筆箱のファスナー部分は海の生物であるブリ・タテジマキンチャ

クダイ・チンアナゴ・ハコフグ・サンゴをモチーフとした 5種類の柄があり、再生プ

ラスチックを使用した生地の裏地には漁網をイメージした格子状の模様をあしらっ

ている。 

 

図 II.1-11 廃棄漁網のリユース事例（左：ペンケース、右：食器）18), 19) 
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3)  廃棄漁網の活用体制の構築 21), 22), 23), 24), 25) 

廃棄漁網の回収活動の参考となる事例について、新たに漁協が中心となって回収

を行っている場合を以下に紹介する。 

 

【舘浦漁業協同組合】 

舘浦漁業協同組合は、2023年 5月に舘浦漁港内で「舘浦漁網洗浄リサイクル設備」

を開所した。漁港内の旧鉄工所を買い取り、舘浦漁協で使用しているポリエステル製

のまき網を漁港内で処理できるようにしている。 

日本のまき網は、複雑な潮流に対応するために、ナイロン素材のほかに高比重のポ

リエステル素材を使用、結び目のない「無結節網」が使用されており、海外のまき網

と比較して廃棄重量が少ないといった独自な進化を遂げている。しかしながら、リサ

イクルにおいては耐久性向上のために網表面に施されている補強材のコーティング

を取り除く必要があり、リサイクルの難易度やコストが高いという課題があった。舘

浦漁網洗浄リサイクル設備はこのコーティングを取り除くことが出来る国内初の施

設である。 

舘浦漁協が巻き網漁船団から使用済み漁網を回収し、リサイクル設備にて処理を

行う。リサイクル設備では、漁網の裁断、コーティング剤の除去、漁網の洗浄、乾燥

を行う 4 つの工程それぞれの機械が整備されており、これらの 4 工程を漁港内で行

うことが出来る。リサイクル設備で処理した漁網は帝人株式会社へ譲渡され再資源

化され、食器や配膳用トレーなど様々な製品に利用される。 

 

 

図 II.1-12 漁網リサイクルのフロー21) 
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【北海道漁業協同組合】 

北海道漁業協同組合は、鈴木商店、株式会社リファインバースと協力して漁網をリ

サイクルする工程を構築した。鈴木商店は使用済み漁網をナイロン原料にリサイク

ルする施設「苫小牧プラ・ファクトリー」を開所し、洗浄や乾燥、粉砕などの機械を

導入して製造ラインを構築した。北海道漁業協同組合は漁業者から使わなくなった

ナイロン漁網である刺し網漁の網を収集・運搬して、工場にてペレットとして再生ナ

イロン樹脂「REAMIDE®」に加工する。 

アップサイクルの素材として対象となるのはナイロン製である網部分のみだが、

使用済みとなった廃棄漁網はそのままであれば浮子やロープ、ごみなどがついてい

る。工場では異物除去の工程は行われているが、自分たちで異物を取り除いた廃棄漁

網を届けるという意識を持つために、北海道漁業協同組合では漁業者向けに廃棄漁

網回収に向けた異物除去方法の情報発信を行っており、実際に刺網からロープ・岩糸

などを除去し、網のみに分別したものを苫小牧プラ・ファクトリーへ搬入している。 

 

 

図 II.1-13 苫小牧プラ・ファクトリーの様子 24) 

 

図 II.1-14 分別された漁網 24) 
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表 II.1-3 令和 5年度で追加した情報 

項目 内容 参考資料 

(1)漁業者と自治体の協力体制の構築に係る課題 

漁業者による

海洋ごみの回

収事例 

・漁業者と自治体、その他民間団体の協力体制 

・漁業者主体でのごみ回収事例 

1、2、

3、4、

5、6、 

回収費用の捻

出方法 

・民間団体の制度利用 4、5 

(2)関係者及び市民に向けて成果の情報発信方法 

成果の情報発

信方法 

・書面での情報発信 

・SNSを活用した情報発信 

・ごみの利活用に関しての情報発信 

・漁業協同組合連合会による研修 

7、8、9 

10、11 

(3)回収したごみの利活用、廃棄漁網の利活用等 

海底ごみの 

活用方法 

・ルアー 12 

廃棄漁網の 

活用方法 

・衣類・衣服 

・食器 

・アスファルト改質剤 

・ペンケース 

13、14、

15、16、

17、18、

19、20 

廃棄漁網の 

活用体制の 

構築 

・舘浦漁業協同組合 

・北海道漁業協同組合 

21、22、

23、24、

25 
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II.1.3  海洋ごみ回収等の取り組みに関する留意点と優良事例良 

文献・事例収集の結果を踏まえ、海洋ごみ回収の取り組みに関する留意点等を以下

に整理した。 

(1)情報発信の必要性 

海洋ごみのうち、漂流ごみに比べて、海底ごみの回収は漁業者に依存する部分が大 

きく、回収状況等の情報が少ないのが実情である。また、回収された海洋（海底）ご

みは、処理状況に応じて簡易な分別はされるものの、組成データとなるような詳細な

分別までは行われない。また、自治体や漁業者の海の環境に対する意識啓発、イメー

ジアップにつながることになる。このため、海底ごみ回収の現状把握や海底ごみにつ

いて検討するためには、情報発信が必要である。 

(2)情報発信しやすい媒体の活用 

海洋ごみ問題の情報は、様々な媒体を用いて発信されている。文献は、事前の計画 

や学術的な研究性、再現性も求められるため、分布を含め状況把握が難しい海洋（海

底）ごみについての情報発信は少ない。詳細な現状把握や検討のためには、ある程度

の精度や信頼性がある情報（データ）が必要であるが、まずは現状を知ってもらうた

めに情報発信する場合は、発信までに時間のかかる文献よりもホームページ、

YouTube、Ｘ(Twitter)等、簡易媒体の活用は有効であると考える。また、これらの媒

体による情報発信は、時間をかけずに若年層までの多人数、広域に周知する手段とし

て優れている。 

(3)継続的な発信 

自治体、漁業者、NPO等含めて、継続して活動している状況を発信することは、経

年的な比較検討を行うために重要であり、より多くの人が事業に関わる機会が多く

なる。。 

 

本年度収集した情報の内、漁業関係者が主体となって取り組んでいる事例を筆頭

に優良事例とし、表 II.1-4に示す。 

これまで、漁業者が操業中にごみの回収を行っている事についての情報は、自治体

の HP や新聞記事等といったものであったが、本年度は、SNS を利用した情報発信や

環境啓発のためのパンフレットでの情報発信の事例等を追加した。SNSやパンフレッ

トを用いた分かりやすい情報の発信については、若年層をはじめとして、より市民へ

情報が伝わりやすくなることが考えられる。 

また、北海道漁連では、水産業に係る課題学習と意識の向上を目的として漁業者や

水産業関係者を対象とした海洋ごみの研修が行われており、海洋ごみについても実

施可能な対策が紹介された。これによって、海洋ごみ回収の意識向上や、回収活動の

普及が期待される。 

岩手県では、補助金を活用してごみの処理を行っている。回収までは漁業者が行う

が、集積された海洋ごみの裁断、簡易な分別やコンテナの搬出作業は処理業者が行う

ことで、自治体・漁協職員の負担が軽減されている。 
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北海道漁連、館浦漁業協同組合では、率先して廃棄漁網を回収し、漁網のリサイク

ルに活用している。海洋ごみが活用されることが理想ではあるが、そのままでは産業

廃棄物として捨てられる漁網が少しでも生かされることで、漁業者の海洋ごみ問題

への意識の向上が期待される。 

 

表 II.1-4 優良事例 

優良事例 実施主体 

回収状況の情報発信 
兵庫県洲本市五色町 11） 

神奈川県鎌倉市 

漁業者の意識向上のための研修 北海道漁連 10) 

補助金を活用した海洋ごみの分別、処理についての 

漁業者・自治体の負担軽減 

岩手県宮古市 3) 

大船渡市 2) 

漁業協同組合主導での漁網のアップサイクル 
北海道漁連 24), 25) 

舘浦漁業協同組合 23) 
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